
小山町開発審査会付議等事務処理要領 

平成２４年３月３０日 

告示第４７号 

（趣旨） 

第１条 この要領は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第

３４条第１４号又は都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「令」という

。）第３６条第１項第３号ホの規定に基づく静岡県開発審査会（以下｢審査会｣という。

）への付議その他の事務処理について、必要な事項を定めるものとする。 

（付議依頼） 

第２条 審査会への開発行為等（開発行為、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は

第一種特定工作物の新設をいう。以下同じ。）の付議は、原則として、事業予定者（法

第３４条第１４号に該当する開発行為として法第２９条第１項の許可を受けようとする

者又は令第３６条第１項第３号ホに該当する建築物の新築、改築若しくは用途の変更若

しくは第一種特定工作物の新設として法第４３条第１項の許可を受けようとする者をい

う。以下同じ。）の依頼により行うものとする。 

２ 前項の依頼は、次に掲げる図書を町長に提出するものとする。この場合において当該

図書の提出部数は正本１部とする。 

（１）付議依頼書（様式第１号） 

（２）静岡県開発審査会審議規程（以下｢審議規程｣という。）第３条第１項第２号から第

８号までに掲げる図書 

（３）事業予定者の住民票の写し又は法人の登記事項証明書（全部事項証明書に限る。） 

（４）資金計画書（様式第２号） 

（５）老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２９条第１項に規定する有料老人ホー

ムの設置等（新設、増設又は移転をいう。以下同じ。）を目的とした開発行為等にあ

っては、当該有料老人ホームの設置等について町長が承諾したことを証する書面、当

該有料老人ホームが国の設置運営指針における基準に適合していることを静岡県健康

福祉部が確認したことを証する書面及び当該有料老人ホームについて静岡県健康福祉

部が交付した有料老人ホーム建設に係る市街化区域への立地困難等の証明書 

（６）貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第２項に規定する一般貨物

自動車運送事業のうち同条第６項に規定する特別積合せ貨物運送に該当しないものの



用に供する施設の設置等を目的とした開発行為等にあっては、当該施設が大規模な流

通業務施設であることについて、中部運輸局静岡運輸支局が町長あてに認定したこと

を証する書面 

（関係機関への照会） 

第３条 第２条第１項の依頼があった開発行為等（以下｢付議依頼案件｣という。）が、倉

庫業法（昭和３１年法律第１２１号）第２条第２項に規定する倉庫業の用に供する施設

の設置等を目的としたものである場合は、中部運輸局に当該施設が大規模な流通業務施

設であるかについて照会するものとする。 

２ 付議依頼案件が、技術先端型業種の工場等の用に供する施設の設置等を目的としたも

のである場合は、静岡県工業技術研究所又は工業技術支援センターに当該施設が技術先

端型業種の工場等であるかについて照会するものとする。 

３ 付議依頼案件が、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２５項に規定する

介護老人保健施設の設置等を目的としたものである場合は、当該介護老人保健施設につ

いて、静岡県健康福祉部に同法第９４条第１項の規定による開設の許可又は同条第２項

の規定による許可の見込みを照会するものとする。 

 （付議等） 

第４条 付議依頼案件が開発行為であるときは、当該開発行為の事業予定者に対し小山町

開発行為等に関する規則（平成２４年小山町規則第１８号）第２条に基づき開発行為予

備審査を受けるよう指導するものとする。 

２ 付議依頼案件が、審議規程第２条第２項の規定に照らし、審査会へ付議することが適

当である場合は、付議する旨の決定をし、審議規程第３条第１項第１号の付議書を作成

するものとする。 

３ 前項の決定をしたときは、付議する旨を審査会へ連絡するとともに、付議する開発行

為等の事業予定者に対し、様式第３号により、第２条第２項第１号から第５号までに掲

げる図書の副本１０部並びに審議規程第３条第１項第４号及び第６号に掲げる図書の副

本２８部を都市整備課に提出するよう依頼するものとする。 

４ 付議依頼案件が、審査会へ付議することが適当でない場合は、付議しない旨の決定を

し、付議しないこととした開発行為等の事業予定者に対し、その旨を様式第４号により

通知するものとする。 

５ 第２項及び前項の決定に必要と認めるときは、付議依頼案件の事業予定者の立会いの



上で、現地調査を行うものとする。 

（結果通知） 

第５条 審査会から開発行為等の審議の結果について通知があったときは、当該開発行為

等の事業予定者に対し、当該開発行為等の審査会の審議の結果を様式第５号又は様式第

６号により通知するものとする。 

（包括承認基準に適合する開発行為等の報告） 

第６条 審査会が開催される旨の連絡があったときは、審議規程第７条第３項並びに第８

条第１項及び第２項の規定により審査会へ報告しなければならない開発行為等について

、様式第７号から様式第９号により報告するものとする。 

（法第４２条第１項の許可等に係る付議） 

第７条 市街化調整区域に係る法第４２条第１項ただし書に規定する許可又は法第３４条

の２第１項、法第４２条第２項若しくは法第４３条第３項の協議について、審査会に意

見を求めようとするときは、第２条から第５条までの規定を準用する。 

附 則 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。



様式第１号（第２条関係） 

 

付議依頼書 

    年  月  日 
 

小山町長 様 

 

                     住 所 

                 依頼者 

                     氏 名             ○印   
 

                     電話番号 

 

このことについて、開発審査会への付議を依頼します。 

 

記 

１ 土地の所在地番 

 

２ 土地の地目及び面積 

宅 地   ㎡  その他  ㎡ 

農 地   ㎡  合 計  ㎡ 

山 林   ㎡ 

３ 建築物の用途、構造 

及び規模 

用 途     構 造 （   造  階建） 

建築面積   ㎡   延床面積   ㎡ 

４ 都市計画法該当条項 
法第３４条第１４号 

令第３６条第１項第３号ホ 

５ 備考 

 



様式第２号（第２条関係） 

 

資金計画書 

（単位 千円） 

 

 

 

科          目 金                  額 

 

自  己  資  金 

 

 

借    入    金 

 

 

 

 

収入 

小          計 

 

 

 

 

用    地    費 

 

 

造    成    費 

 

 

建    築    費 

 

 

建築附帯工事費 

 

 

事    務    費 

 

 

支出 

小          計 

 

 

 

 



様式第３号（第４条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

                          様 

 

都 市 整 備 課 長  

 

静岡県開発審査会への付議に係る資料の提出について 

 

年  月  日付けで開発審査会への付議依頼のあった開発行為（建築物の新築、建

築物の改築、建築物の用途の変更、第一種特定工作物の新設）については、第 回静岡県

開発審査会（ 年 月 日開催予定）に付議する予定です。 

つきましては、次により資料の提出をお願いします。 

 

記 

 

１ 提出物及び部数  付議依頼書副本（添付図書を含む。） １０部 

           位置図及び土地利用計画図      ２８部 

 

２ 提出先      都市整備課 

 

３ 提出期日       年  月  日 



様式第４号（第４条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

                          様 

 

小山町長 氏 名 □印   

 

静岡県開発審査会への付議依頼について（回答） 

 

年  月  日付けで開発審査会への付議依頼のあった開発行為（建築物の新築、建

築物の改築、建築物の用途の変更、第一種特定工作物の新設）については、次の理由によ

り付議しないこととした旨、回答します。 

したがって、本件については、許可申請されても許可できませんので、念のため申し添

えます。 

 

記 

 



様式第５号（第５条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

                          様 

 

小山町長 氏 名 □印   

 

第 回静岡県開発審査会の結果について（通知） 

 

年  月  日付けで開発審査会への付議依頼のあった開発行為（建築物の新築、建

築物の改築、建築物の用途の変更、第一種特定工作物の新設）は、第 回静岡県開発審査

会に付議した結果、（次の条件により）都市計画法第３４条第１４号（都市計画法施行令

第３６条第１項第３号ホ）の規定に該当するものと取り扱うことについて、支障がない旨

議決されたので通知します。 

 

（記） 

 



様式第６号（第５条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

                          様 

 

小山町長 氏 名 □印   

 

第 回静岡県開発審査会の結果について（通知） 

 

年  月  日付けで開発審査会への付議依頼のあった開発行為（建築物の新築、建

築物の改築、建築物の用途の変更、第一種特定工作物の新設）について、第 回静岡県開

発審査会に付議した結果、次の理由により承認されなかったので通知します。 

したがって、本件については、許可申請されても許可できませんので、念のため申し添

えます。 

 

記 

 



様式第７号（その１）（第６条関係） 

包括承認基準に基づき許可した開発（建築）行為一覧表 

    年     月分                      小 山 町  

（単位：件） 

区          分 
法第29条 

許  可 

法第43条 

許  可 

包括承認基準１ 既存建築物の建替え   

包括承認基準２ やむを得ない敷地の拡大   

包括承認基準３ 農家等の分家住宅   

包括承認基準４ 既存集落内の自己用専用住宅   

包括承認基準５ 指定大規模既存集落制度   

包括承認基準６ 農家分家等の自己用専用住宅の敷地面積の特例   

包括承認基準７ 既存集落内の宅地の利用   

包括承認基準８ 地域振興上必要な工場等の増設   

包括承認基準９ 既存集落内の木造建築工事業等の作業所   

包括承認基準10 地区集会所その他法第29条第１項第３号に準ずる施設   

包括承認基準11 公共公益施設(社会福祉施設、医療施設、学校等)   

包括承認基準12 診療所又は助産所併用住宅   

包括承認基準13 日用品店舗等併用住宅   

包括承認基準14 既存建築物の用途(使用主体の属性)の変更   

包括承認基準15 収用対象事業の施行による移転   

包括承認基準16 収用移転に伴う残地の利用   

包括承認基準17 災害危険区域等に存する建築物の移転   

包括承認基準18 災害等による移転等   

包括承認基準19 既存宅地の確認を受けた土地   

包括承認基準20 土地利用対策委員会の承認を受けた土地   

包括承認基準21 線引前の優良宅地の認定地   

包括承認基準22 
旧住宅地造成事業に関する法律に基づき完了した土地

の再開発 
  

包括承認基準23 
市街化調整区域で国又は県等が開発を行った土地等で

の建築行為 
  

包括承認基準24 必要最小限不可欠な附属建築物   

包括承認基準25 建築基準法第51条に規定するその他の処理施設   

包括承認基準26 中山間地域の地域振興施設   

 計   



様式第７号（その２）（第６条関係） 

法第２９条(法第３４条第１４号該当)許可一覧表 

    年     月分                      小 山 町  

受付年月日 包括承認基準名 

許可年月日 
住    所 

開発行為に含まれる 

地域の名称・地番 併用する包括承認基準名 

開 発 区 域 の 面 積 建築物等の用途 
番   号 

申 

請 

者 

氏    名 
建築面積計 延床面積計 備考(棟数､区画数､特記事項等)

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

 



様式第７号（その３）（第６条関係） 

法第４３条(令第３６条第１項第３号ホ該当)許可一覧表 

    年     月分                      小 山 町  

受付年月日 包括承認基準名 

許可年月日 
住    所 建 築 等 の 場 所 

併用する包括承認基準名 

敷 地 面 積 建築物等の用途 
番   号 

申 

請 

者 

氏    名 
建築面積計 延床面積計 備考(棟数､区画数､特記事項等)

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

 



様式第８号（その１）（第６条関係） 

法第３４条の２第１項(法第３４条第１号～第１３号以外)協議成立一覧表 

    年     月分                       小 山 町  

受付年月日 

協議成立年月日 

主たる事務 

所の所在地 

開発行為に含まれる 

地域の名称・地番 
立地を認めた理由 

開 発 区 域 の 面 積 建築物等の用途 
番   号 

協 

議 

者 

名称及び代 

表者の氏名 建築面積計 延床面積計 備考(棟数､区画数､特記事項等)

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

 



様式第８号（その２）（第６条関係） 

法第４３条第３項(令第３６条第１項第３号イ～ニ以外)協議成立一覧表 

    年     月分                       小 山 町  

受付年月日 

協議成立年月日 

主たる事務 

所の所在地 
建 築 等 の 場 所 立地を認めた理由 

敷 地 面 積 建築物等の用途 
番   号 

協 

議 

者 

名称及び代 

表者の氏名 建築面積計 延床面積計 備考(棟数､区画数､特記事項等)

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

 



様式第９号（その１）（第６条関係） 

法第２９条第１項(他法令による都市計画法の特例)許可一覧表 

    年     月分                       小 山 町  

受付年月日 

許可年月日 
住    所 

開発行為に含まれる 

地域の名称・地番 
該当法律名・条項等 

開 発 区 域 の 面 積 建築物等の用途 
番   号 

申 

請 

者 

氏    名 
建築面積計 延床面積計 備考(棟数､区画数､特記事項等)

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

 



様式第９号（その２）（第６条関係） 

法第４３条第１項(他法令による都市計画法の特例)許可一覧表 

    年     月分                       小 山 町  

受付年月日 

許可年月日 
住    所 建 築 等 の 場 所 該当法律名・条項等 

敷 地 面 積 建築物等の用途 
番   号 

申 

請 

者 

氏    名 
建築面積計 延床面積計 備考(棟数､区画数､特記事項等)

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

  

 
  

 

㎡  
第  号  

㎡ ㎡  

 


